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「医療機関の部門別収支に関する調査」に関するこれまでの経過

1.本調査の目的
本調査は、平成 15年 3月 28日 の閣議決定 (「健康保険法等の一部を改正する法

2.これまでの経過
○ 平成 15年率以降、「医療機関のコス ト調査分科会」において研究・検討を重ね、
平成 20年度は、5年間の調査研究の成果を用いた調査を試行的に実施した。具体
的には、①病院における診療科別の収支を算定するための「一般原価調査」と、
②病院の中央診療部門における費用を各診療科に配賦するための係数を作成する
ための「特殊原価調査」を実施した。

○ 平成 20年度調査は平成 21年 7月 10日 に開催されたコスト調査分科会及び 7
月 29日 に開催された中医協・基本問題小委員会に報告され、調査結果について

響

○ 一方、平成 20年度調査の結果、以下のような問題点もが明らかとなった。
① 調査項目によつては本調査のために別途詳細なデータをとるなど、
調査客体医療機関の負担が大きいため、調査対象病院の確保が難 しく、
調査に参加 しても途中で辞退する病院も多いこと。
(参考)平成20年度試行的調査の実績

調査対象とする病院の目標数    140病 院
調査参加を依頼した病院数     597病 院
参カロ応諾した病院数 190病院
最後まで調査に参加した病院数   127病院

② 結果的に最後まで参力口できた病院は、DPC対象病院とDPC準備病院だ
けとなつていること。

○ こうした状況を踏まえ、本調査が一定の精度を確保しつつ可能な限り多様な医
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(参 考 )
診療科部門別収支計算の方法

診療科別収支の計算は、補助・管理部門の収益。費用及び中央診療部門の収益・費用を

段階的に配賦する「階梯式配賦」という方法によって行われる。

(1)一次計上

病院における各部門 (例 :病棟、外来診療室、手術室、総務課等)を入院部門、外来部

門、中央診療部門、補助・管理部門の4つの部門に分け、各部門で発生した収益、費用の

うち直接把握できる科目については該当部門に直接計上し、直接結びつけられない科日は、

基準値を用いて抜分しその値を各部門に計上する。

(2)二次配賦

病院全体に係る業務を行つている補助・管理部門 (医事課や総務課等)に計上された費

用を、各診療科の患者数比率や面積比率等を基準として入院部門、外来部門、中央診療部

門に配賦する。

(3)二次配賦

中央診療部門 (手術室、検査室等)に計上された収益、費用を入院部門、外来部門に再

度配賦し、最終的に入院外来別、診療科別の収支計算結果を算出する。なお、この二次配

賦のうち手術、検査および画像診断部門の給与費については、「特殊原価調査」から算出

された「等価係数」等を基準として使用する。

階梯式配賦イメージ

<-xE+-t>
以
~F・ 4

=J又
必 口ヽ完 音

「
Fヨ 外 来 音

「
F電 中 央 診 帰  「 Fり 補 助 ・ 管 理 音SP月

内 外 手

術
検
査

］
像
診
」
憂雲 蔓讐

<=二 次 配 貝武 ン
補 助 ・ 管 理 部 F号 の 費 用 を 入 院 部 門 、タト来 部 F]、 中 央 診 療 音FF号
に 配 貝武す る

入 院 音卜F日 列‐,桂 音
「
F弓 中 メモ1珍 療 苦

「
Pi

外
r・I ネ4

外
キ斗

手

術

検
査

国
像
診
¨

1用 を 入 院 部 門 、外 来 部 門 に 配 賦 す る
●コ多ミ屁ケ

"民

音
「
Pヨ  :~~i~~「

面
「

~~:
手 :検 :像 : : :
術 :査 , 診 :   |

: :断 : :

一

■
‥
■
■
‥
‥
ｉ
ｌ
ｌ
“一豫
一

亜
難

一

一次計上基準 (科目別 )

計上基準

輌̈枷̈鰤隕

へ
菫

ネ

来

覧

そ

う

Ｌ
診

候

給 辮魃 黎
フ
外
不
景
品
譜

1職 員数 LL

墨書殴■
奎託費

嶼
瑣
簿
鷲
島
あ

]:::隕
Ml
砕

蜘
一

曇一翻
一

発藝夏:二 ::::二 ::::

計詈欅勒

麟耐稲
:売■1貞
‐‐

|ぎ野廉ζ欝どヽ■

く 二 次 配 月武 >



二次配賦基準

補助 管理部門

診療支援系 運営管理系

医事 用度 情報管理 総務 施設管理 図書室

医
業
費

用

給与費

延べ患者数比率

職員数比率 面積比率 医師数比率委託費

設備関係費

研究研修費 延べ患者数比率

経費 職員数比率 面積比率 医師数比率

控除対象外

消費税等負担額
(材料費+委託費)比率

本部費配賦額 職員数比率

医業外収益 職員数比率

医業外費用 繊員数比率
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3.

1

平成 2¬ 年度「医療機関の部門別収支調査の実施に関する

アンケート調査報告」の概要

調査対象
「平成 20年度医療機関の部門別収支に関する調査」に参加した全病院 (途

中辞退病院を含む)

①一般原価調査 190病院 (平成 20年度調査の集計対象は 127病院)

②特殊原価調査 15病院 (平成20年度調査の集計対象は14病院)

調査期間

平成 21年 11月 2日 ～12月 12日

回収数・回収率

①一般原価調査 97病院 (回収率 :51.1%)

②特殊原価調査 9病院 (回収率 :60.0%)

4.調査結果の概要

・一般原価調査は、

第 1ステップ :レセプ ト調査

第 2ス テップ :部門設定調査

第 3ステップ :収支状況調査、実施場所調査、医師勤務調査

の 3段階、合計 5つの調査により構成される。

(1)レセプ ト調査 〈報告書 p6～ 7)
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(概要 )

約 94%(92病院)は既存デ‐夕の活用により作成できるとの回答であつ
た。作成に当たつて困難を感じた点等を聞いたところ、「自院のレセプ トに

診療科コー ドが入つてなかった」「提出方法の判断に迷った」等の回答があ

った。 (図表 0・ 2・ 1及び 0・ 2‐ 2)

二次配賦基準



(2)部門別設定調査 (報告書 p8～ ¬0〉
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(概要 )

入院部門 '外来部門の対応づけについては約 89%(86病院)、 中央診療

部門、補助・管理部門の対応づけについては約 87%(84病院)、 レセプ ト診

療科と診療科群の対応づけについては約 95%(92病 院)が、既存データの

との回答であった。作成に当たつて困難を感じた点等

を聞いたところ、「リハビリテーション科、放射線科、歯科等の取扱の判断

に迷つた」等の回答があつた。 (図表 0‐ 2‐ 5～ 0・ 2‐ 10)

(3)収支状況調査 く報告書 pl l～ 26〉

閂趾鰊ポ翁奎厖ヨ
①病棟・診療科別の患者数

入院部門にういては約 89%(86病院)、 外来部門については約 92%(89

病院)は既存データの活用により作成できるとの回答であった。

(図表 0‐ 2‐ 11及び 0‐ 2‐ 13)            |

② lヶ 月分の損益計算書

約 87%(82病 院)は既存データの活用により作成できるとの回答であ

つた。 (図表 0‐ 2‐ 17)

③職種別人員数・勤務時間・給与

約 29%(28病 院)は既存データが活用できないとの回答であつた。作

成に当たつて困難を感じた点等を聞いたところ、「人数や給与・賞与を職

種別に分けるのが難しかつた」といつた回答が多く、自由記入本関では「非

常勤医師の勤務時間把握に手間がかかる」等の意見が多く寄せられた。

(図表 0‐ 2‐ 23及び 0・ 2‐ 24)

回答の負担軽減の観点から「現在の調査票よりも職種の単位をまとめ

て記入するとした場合の負担の変化」を聞いたところ、約 35%(33病 院)

は負担が「軽くなる」との回答であった。 (図表 0・ 2‐ 25)

④保険外収益

部署別の保険外収益金額について約 36%(34病 院)が既存データの

活用ができないとの回答であつた。作成に当たつて困難を感じた点等を

聞いたところ、「保険外収益を診療科別、部署別に把握していないので

金額の記入は難しい」といった回答が多かつた。(図表 0・ 2・27及び 0‐ 2‐ 28)

中央診療部門の保険外収益を各診療科へ害Jり 振る作業については担

44%(42病 院)が既存データの活用ができないとの回答であつた。作成

に当たって困難を感じた点等を聞いたところ、
「中央診療部門の保険外

収益は把握 していない」「診療科毎には把握 していないが保険外収益総

額だけであれば記入可能」といつた回答が多く、また、「保険外収益の

定義がわかりにくく、該当するものを具体的に示してほしい」という指

摘もあつた。 (図表 0・ 2・ 29及び 0‐ 2・ 30)

さらに、介護保険収益が発生する部署、自由診療収益が主に計上され

る診療科や部署を聞いたところ、収益が計上される部署は病院により異

なるものの、いくつかのパターンがあることがわかつた。(図表 0・ 2・ 32、

0‐ 2‐ 33、  0‐ 2‐ 36)

⑤部門毎の職員数と延床面積

(職員数)

部門毎の職員数 (職種別)について約 41%(39病 院)が既存データの

活用ができないとの回答であつた。作成に当たつて困難を感じた点等を

聞いたところ、「複数部署を兼務する職員の人員数の書き方が難しかった」

といつた回答が多かつた。 (図表 0・ 2・ 37及び 0・ 2‐ 38)

回答の負担軽減の観点から「入院部門、外来部門それぞれの合計人数

のみを記入する」とした場合に負担が軽くなるとした回答は約 47%(44

病院)、 また、「職種をある程度まとめて記入する」とした場合に負担が

軽くなるとした回答は約 43%(40病 院)であった。 (図表 0‐ 2‐ 41)

(延床面積 )

部門別の延床面積について約 31%(29病院)が既存データの活用がで

きないと回答、作成に当たって困難を感じた点等を聞いたところ、「同じ

部屋の中に複数の部門が存在する場合の把握が難しかった」「日常的に面

積を把握していない」といつた回答が多かった。(図表 0‐ 2‐ 39及び 0‐ 2・ 40)

また、病院における日常的な延床面積管理方法を聞いたところ、「共有

スペースを除いた面積を当該部署の面積として認識」「音6署毎の面積は特

に意識していない」という回答が多かった。また、回答の負担軽減の観



点から、回答病院にとつて記入しやすい方法を自由回答で聞いたところ、

共有スペースの取扱いについて改善を求める意見が多かった。 (図表

0・ 2‐ 42及ιド0‐ 2・ 43)

(4)実施場所調査 〈報告書 p2フ ～29〉
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(概要 )

手術、検査、画像診断の実施場所調査について、手術は約 29%(28病院 )、

検査は約 35%(33病院)、 画像診断は約 29%(28病 院)が既存データの活
用できないとの回答であった。 (図表 0・ 2・ 44、 0・ 2・ 46、 0‐ 2‐ 48)

作成にあたつて困難を感じた点等を聞いたところ、共通して 「同一診療

行為でも関わる職種や場所が異なる場合」「診療行為の実施場所とオーダー

元が異なる場合」等の判断に迷うといつた回答があった。また、自由記入

欄では「診療行為によっては実施場所が固定しない」「実施場所の特定が困

難」といつた意見が複数あった。 (図表 0・ 2・ 45、 0・ 2‐ 47、 0・ 2・49)

また、回答の負担軽減の観点から、「実施場所調査について 10種類程度
の診療行為に限定して調査することとした場合」について聞いたところ、

約 69%(66病院)が 「軽くなる」との回答であった。 (図表 0・ 2‐ 50)

(5)医師勤務調査 〈報告書 p30～ 34)

[__髪炉r里15盟壼 _■主 _の
月給や勤務時間害J合に関する調査 」

(概要)

医師個人の月給について約 32%(31病院)が既存データの活用ができな

Lと の回答であつた。作成に当たって困難を感じた点等を聞いたところ、
「医師の人数が多いので作業量が多い」といつた回答が多かつた。 (図表

0‐ 2‐ 51及び 0‐ 2‐ 52)

医師個人の勤務時間について約 49%(47病院)が既存データの活用がで

きないとの回答であった。作成に当たつて困難を感じた点等を聞いたとこ

ろ、「複数診療科医師の記載方法に迷らた」といった回答が多かった。 (図

表 0‐ 2‐ 53及び 0‐ 2‐ 54)

回答の負担軽減の観点から「個々の医師の給与は調査せず、勤務時間割

合についても診療科医師全体について代表者が記入する」という方式に変

更した場合の負担の変化を聞いたところ、約 49%(47病 院)が「軽くなる」
との回答であつた。 (図表 0・ 2・ 56)

特殊原価調査

・特殊原価調査は、等価係数を作成するために、①手術、②検査、③画像

診断の 3部門について、給与費、材料費、設備関係費等のデータを収集す

る調査である。

(2)検査・画像診断 〈報告書 p39～ 41)

別途病院内で調査作成しているところが大半であったが、最終的に作

成できなかつた病院はなかった。 (図表 0‐ 3‐ 5及び 0・ 3・ 8)


